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複製技術の発展とアーカイブの歴史的系譜 
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35-阿部卓也 
愛知淑徳大学 創造表現学部 

abe3028@gmail.com, abet@asu.aasa.ac.jp



問題意識 
アーカイブという概念や、その成立可能性は、常に技術
に強く規定され、変化し続けてきた。

発表の目的 
アーカイブと技術の関係を通時的に俯瞰し、力学を考察。
デジタル以前と以後のアーカイブの間に見られる連続性や
差異についても、一定の見取り図を。



検討する対象 
日本（語）の文書・図書資料と「アナログ」の「複製」技術。

検討する期間 
近代の始まり（1872年、明治元年前後）から、マイクロ
フィルムのニーズが無くなっていく2010年頃まで。

発表者の関心 
漢字仮名まじりの言語体系と、イメージ的複製技術。



方法 
印刷技術分野とアーカイブズ／図書館情報学分野の文献比較。 
資料を組織的に管理・保存し再利用にひらく、一定以上 
大規模な活動から、事例を取り上げ、年代順に論じる。

留保・限界 
•取り上げる事例は網羅的ではない（カーボン紙、本文専用写植機、ワープロ等、
本発表が言及しない重要な技術は多数）。 

•アーカイブの定義に踏み込まない（「永年保存」「公文書管理」「アーカイブ
ズ」「デジタルアーカイブ」等、参照元が使用していた語彙をそのまま用いる）。 



年代別考察 

近世の終わり～戦前



近世から近代へのシフトと公文書の複製 
御家流の消滅、書体様式の全国的な統一（1872頃-）、私文書と公文書の分離

図版出典：青山由起子. 明治維新における公文書書体の転換　―藩士が見た「布達」類の書体と記録した「控」類の書体. 書学書道史研究. 2005, (15), p. 71-87.

（上）篠山藩「日記」1868（明治元）年

（右）篠山藩「東京往復」1870（明治3）年



永年保存すべき文書と廃棄すべき文書が同時に概念化 
内閣記録局（1885-）

国立公文書館所蔵『公文録・明治十八年・第八巻・明治十八年十二月・内閣内閣書記官室・官報・賞勲・鉄道・修史館』 
「文書局以下廃置ノ件」　URI ： https://www.digital.archives.go.jp/img/3632054



明治初期にヨーロッパから伝来したゼリーグラフ（こんにゃく版）

（左）19世紀アメリカのゼリーグラフの広告（Wikimedia Commons, Public Domain）

（上）ゼリーグラフの原理（Historical Zine Making Technologies Workshop 
のためのアイオワ大学図書館のブログ記事「What the Hectograph?!?!」より） 

https://blog.lib.uiowa.edu/speccoll/2013/07/16/what-the-hectograph/ 
(参照 2021-02-25)



公文書へのゼリーグラフの使用（1883年頃-） 
訓令通牒など、中央から地方へ一斉伝達する文書の増大

ゼリーグラフ文書の例 
デジタルアーカイブ福井所蔵 

『上庄農会規約案（こんにゃく版）』 
https://www.library-archives.pref.fukui.lg.jp/

archive/da/detail?data_id=011-425804-0



謄写版（ガリ版）（1915年頃-）

（右）謄写版公文書の例 
国立公文書館所蔵『大正大礼記録第二種目次』（1913-16） 
URI：https://www.digital.archives.go.jp/item/2513779

（上）謄写版の印刷機 
図版出典：Kohei Fujii CC BY-SA 2.0 
https://flic.kr/p/bXvqqf



タイプ孔版（1928年頃-）

タイプ孔版は謄写版と和文タイプ 
を組み合わせた印刷方式 

図版は1935年頃の和文タイプ配列 
（Wikimedia Commons, Public Domain）



文字と図やイメージとの距離が近い文化の持続 
日本語文字体系由来のタイプライター普及の困難を背景に



＜紙＞ 
情報印刷媒体としての、洋紙の決定的重要性

項目 和紙 洋紙
生産方式 少量生産(手漉き) 大量生産(機械抄き)
生産速度 遅い…遅い脱水 速い…高速脱水
漉き幅 小 大
抄紙酸性度 中性 酸性ないし中性
紙強度(紙力) 強い 弱い
水墨筆記適性 良好 劣る
サイズ性(ペン書き適性) にじみあり にじみなし
印刷適性 不良 良好
表面性 粗い 滑らかい(平滑)
価格 高い 安い

この表は、以下のサイトを参考に抜粋要約：　中嶋隆吉. “和紙の知識(4) 和紙と洋紙との比較”. 紙への道. 2013-02-01.  
https://dtp-bbs.com/road-to-the-paper/japanese-paper/about-japanese-paper-004.html, (参照 2021-02-25).

https://www.ddc.co.jp/words/archives/20081110114500.html?__hstc=151198374.7efde593b22b8b355d9e18ce2f525a7a.1613454701944.1613454701944.1618793405446.2&__hssc=151198374.4.1618793405446&__hsfp=69799204
https://www.ddc.co.jp/tokupre/?__hstc=151198374.7efde593b22b8b355d9e18ce2f525a7a.1613454701944.1613454701944.1618793405446.2&__hssc=151198374.4.1618793405446&__hsfp=69799204


近代的製紙企業の創設（明治初期）

1872-75（明治5-8）年にかけて 
有恒社(東京日本橋)、三田製紙所(東京)、蓬莱社(大阪)、抄紙会社(東
京府下王子村、後の王子製紙)、パピール・ファブリック(京都)、神戸
製紙所(神戸)、大蔵省紙幣寮抄紙局(東京) 

洋紙の輸入依存率 
1870(明治3)年…100% 
1874(明治7)年… 95% 
1900(明治33)年…38% 

※手漉き和紙の生産も、急増する紙の需要に応じて拡大し、1901(明治34)年にピークを迎える
（業者数は68,562戸）。だが洋紙に代替され、1962年頃には95％、1982年には99％が廃業

情報出典：　中嶋隆吉. “コラム(9) わが国における洋紙の進展明治初期からの進化”. 紙への道. 2013-06-01.  
https://dtp-bbs.com/road-to-the-paper/column/column-009.html, (参照 2021-02-25).



酸性紙

図版出典：東京大学総合研究博物館小石川分館 Koishikawa Annex公式Twitterアカウント@umut_annex 
https://twitter.com/umut_annex/status/1250045350351491073/photo/1 (参照 2021-02-25)



年代別考察 

戦後



サイアノタイプ（青写真）（戦前から） 
文書複製用途では、さほど広がらない

青写真（左）と手書き（右）が混在する、平賀譲による戦前の軍艦設計の講義ノート（部分拡大） 
https://iiif.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/repo/s/hiraga/document/d0077082-4bd2-4e69-83b9-d9adc8a13b06#?

c=0&m=0&s=0&cv=44&xywh=-1%2C-112%2C4836%2C4027



ジアゾ式複写（青焼き）（1951年-）

事務用途で複製された手書きの文書（1970年頃） 
図版出典：ブログ記事「40年前、コピー機は青焼きだった」 

https://navy.ap.teacup.com/felizmundo/396.html (参照 2021-02-25)

経年退色したジアゾ式複写による資料 
図版出典：東京大学 経済学図書館・経済学部資料室 

「調査・研究（長期保存が不可能な 
記録材料のための保存プロジェクト）」 

http://www.lib.e.u-tokyo.ac.jp/?page_id=325(参照 2021-02-25)



PPC（普通紙コピー／電子写真）の本格普及（1971-） 
Zeroxの特許の満了（あるいは回避策の確立）とともに

図版出典：永瀬 幸雄, 校條 健, 服部 好弘, 渡辺 靖晃, 松代 博之.  
電子写真の発展を支えたイノベーション.  

日本画像学会誌. 2012, 51(2), p. 177-190.

1959年のXerox914における電子写真の商用化モデル

図版出典：Xerox 914 photo copier.(en.wikipedia.org) 
qualifies as fair use under United States copyright law. 



マイクロフィルム／フィッシュ

図版出典：mirofiche 1988 05 single.jpg by Nichtich~commonswiki CC BY-SA 3.0  
https://commons.wikimedia.org/wiki/File:GKD_mirofiche_1988_05_single.jpg



V-Mail（1942-）

The print advertisement explained 
how Kodak provided the key 
equipment used to reduce V-Mail to 16 
mm microfilm for speedy air transport. 
図版出典：“Victory Mail”. The Smithsonian’s National 
Postal Museum. 2011-07-06. https://
postalmuseum.si.edu/exhibition/victory-mail, (参照 
2021-02-25).



日本の図書館関係で最初の？マイクロへの言及（1950）

村尾成允. マイクロフィルムの話. 読書春秋. 1950, 1(1), p. 14-16.



ロックフェラー財団からNDLへのマイクロ機材の寄付（1953）

毎索(C)THE MAINICHI NEWSPAPERS. All rights reserved. 愛知淑徳大学　　2021/04/19　10:37

本サービスの収録内容に関する著作権その他の権利は、毎日新聞社または各権利者に帰属します。
無断転載など権利侵害となるご利用はお断りします。(C)THE MAINICHI NEWSPAPERS. All rights reserved.

毎索(C)THE MAINICHI NEWSPAPERS. All rights reserved. 愛知淑徳大学　　2021/04/19　10:37

本サービスの収録内容に関する著作権その他の権利は、毎日新聞社または各権利者に帰属します。
無断転載など権利侵害となるご利用はお断りします。(C)THE MAINICHI NEWSPAPERS. All rights reserved.

毎日新聞「国会図書館でマイクロ写真を展示」 
1953年10月30日　東京朝刊 8頁 4段目



国立文書館問題（1958） 
総理府試案「国立公文書館（仮称）設置についての要綱」（1963）

この要綱は以下の書籍論文に付録として
掲載されたものを転載した： 
全国歴史資料保存利用機関連絡協議会編. 
“欧米アーカイブズの紹介　イギリスの古
文書保存制度とわが国の公文書館問題”. 
日本のアーカイブズ論. 岩田書院, 2003, 
p. 121-129.



原本所有の困難（1970年代-）と、収集の概念の変容 
あるいはマイクロによる集書と、検索や利活用

(C)朝日新聞社　聞蔵Ⅱビジュアル 愛知淑徳大学図書館1975年9月29日　東京　朝刊　3Ｐ

愛知淑徳大学図書館
2021/04/19  11:43

(C)朝日新聞社　聞蔵Ⅱビジュアル
本サービスとその収録内容にかかる著作権その他一切の権利は、朝日新聞社または各権利者に帰属します。無断転載など権利侵害となるご利用はお断りします。

Copyright (C) The Asahi Shimbun Company. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.
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朝日新聞1975年9月29日→ 
　東京朝刊 p.3



大蔵省による税法帳簿類のマイクロ保存認可（1982年） 
日本中の銀行等がマイクロの市場に
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費
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十
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五
十
四
条
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、
第
五
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八
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八
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の
規
定
に
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き
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の
規
定
に
規
定
す
る
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存
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方
法
を
定
め

る
件

昭
和
六
十
三
年
十
二
月
三
十
日

大
蔵
省
告
示
第
百
八
十
七
号
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費
税
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施
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令
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昭
和
六
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三
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令
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六
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第
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四
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五
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五
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八
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第
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八
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す
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第
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八
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定
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存
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方
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。

で
あ
る
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と
。
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費
税
法
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昭
和
六
十
三
年
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律
第
百
八
号
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下
「
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う
。
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条
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Ｂ
七
一
八
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８
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す
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４
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又
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消費税法施行令第五十条第三項、第五十四条第五項、第五十八第三項、第五十八条の二第三項及び第七十一条第五項並びに消費税法施行令等の一部を改正する政令附則第六条第二項並びに消費税法施行規則第五条第三項及び第十
六条三項の規定に基づき、これらの規定に規定する保存の方法を定める件【最終改正令和２年３月31日財務省告示第78号】　https://www.mof.go.jp/about_mof/act/kokuji_tsuutatsu/kokuji/KO-19881230-0187-12.pdf



スローファイア（酸性紙問題）とマイクロフィルム（1980年代末）

国立大学図書館における酸性紙劣化の実態調査について
吉岡　千里・二宮　純恭・落石 清

1．　はじめに　1989年6月29，30日弘前市で開催された第36
回国立大学図書館協議会（以下「国大図協」とい
う）総会において，いわゆる酸性紙を使用してい
るため，図書館の蔵書が劣化し使用不能や消失し
ている問題について，国立大学図書館としての協
議が行われた。この中で，第4回日米大学図書館
会議（1988年10月3～6日，米国）の概要につ
いて，黒田会長（東京大学附属図書館長）から報
告が行われたが，この会議の最終コミュニケに盛
られている酸性紙問題については，米国側の取組
状況等について特に詳明に説明が行われた。
　これまで，我国の酸性紙の問題に対しては，ど
ちらかといえば酸性紙劣化の発生メカニズムやそ
の，中和化など技術的な事柄の動向に多く関心が
向けられ，国立図書館として我国を代表する国立
国会図書館の活動を静観するという色彩が強かっ
たといえよう。　前述の最終コミュニケでは次のように述べてい
る。酸性紙の劣化による資料の消失に対する対策
を確立することは緊急な課題である。この問題に
対する一般社会の認識の向上，出版社に対する中
性紙使用の要請，脱酸処理技術の開発，マイクロ
フィルムマスター作成の推進，光ディスクなど新
技術の利用等について日米両国の図書館関係者が，
それぞれの国内で努力すべきである。また保存に
関する技術開発状況およびマイクロフィルムマス
ター作成などについて両国間における情報交換を
促進することが望ましい。　この最終コミュニケに関する報告を受けて，国
大図協は「資料の保存」というテーマで総会第2

日目の第1分科会で討議を行い国大図協としての
問題処理を検討したが，国大図協加盟の各図書館
の資料がどの程度劣化しているか，その実情が把
握されていないため実態調査を行うこととなった
ものである。

　調査の窓口は，第1分科会の議事進行を東京工
業大学とともに行った九州大学が担当することと
なり，1989年7月調査依頼を全国立大学あてに
発送し，同年9月末には調査結果の報告を受けた。
同年10月大阪で開催の国大図協理事会に中間報
告の形で報告した結果，これを本誌に発表し国立
大学のみでなく公私立大学をはじめその他の関係
者にも広く理解を求めることとなったものである。

　すべての大学図書館は，教育研究のため多種多
様な学術図書，雑誌を収集保存して教官や学生の
利用に供している。同時にこれを現代から次の世
代に伝えるという使命も帯びている。これらの資
料は，長期間の使用のうちある程度は消失（盗難
等）することは止むを得ないが，特定の原因のた
め特定の年代の資料群が急激に消失している場合
には，その原因を究明して，我国としての対策が
必要となる。　酸性紙の場合は，これまでに，①1880年代に
発明されたパルプ製法による用紙を使用した場合，
②第H早大戦中の混乱期及び戦後の混乱期の用
紙を使用して出版された図書，雑誌，新聞が急激
に劣化し使用できなくなっている主旨の研究発表
や，調査報告がされている。これは一国の図書館
で対応できる問題ではなく，世界的レベルで協力
し国際的協力の必要性が求められているゆえんで

ある。
　IFLA　i）がこの問題の中心的国際機関であり，
国立国会図書館が我国の窓口となっている。実際
同図書館では，具体的な方策，すなわち，同図書
館所蔵明治期刊行図書12万タイトル，16万冊約
3，500万ページのマイクロ化を5ヵ年計画の事業
として発足させている。明治期刊行の図書全てが
酸性紙ではないにしても，国家計画としてのマイ
クロ化によって資料の保存延命が図られているこ
とは，今後の国大図引の活動の方針を示唆してい
るものといえよう。
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↓毎日新聞1988年5月28日 
　東京 夕刊 p.10

↓吉岡千里ほか. 国立大学図書館における酸性紙劣化の実態調査について.  
　大学図書館研究. 1990, 36, p. 12-20.

←安江明夫ほか編著. 図書館と資料保村：酸性紙問題からの10年のあゆみ.  
　雄松堂出版, 1995



政策的言語ゲームとしての「デジタルアーカイブ」の起源（1995年） 
（検索と利用）

影山幸一. “デジタルアーカイブという言葉を生んだ「月尾嘉男」”. artscape. 
https://artscape.jp/artscape/artreport/it/k_0401.html, (参照 2021-02-25).



テクノロジーが担保する「意味」の変容
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←朝日新聞1975年9月29日 
　東京朝刊 p.3

朝日新聞1993年12月27日→ 
　東京 夕刊 p.1■

“国立公文書館所蔵資料保存対策マニュアル”. 国立公文書館. 2002-03.  
↓　http://www.archives.go.jp/about/report/pdf/hourei3_09.pdf 



以上、まとめ 
๏複製技術が、日本でどのようにアーカイブの成立や構想の可能性の
地平になってきたのかを素描。 
๏日本の文字体系の特徴は、文書資料とアーカイブの在り方に多大な
影響を与えてきた。 
๏技術がアーカイブの様態を規定すると同時に、社会での使用が技術
の発展を方向づける流れも。 
๏技術が担保するものの含意は歴史的に一定ではなく、他の技術との
関係や、誰にとっての技術であるかに応じて変化し続けている。 
๏デジタルテクノジーも、その流れの中にある。
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